
【概要版】神戸港港湾脱炭素化推進計画

１．「CNP形成計画」からの主な変更点

 対象エリアは下表３区分に分けて推計

 CO2排出量は、基準年（2013）から減少（304万トン）

２．温室効果ガス排出量の現状（KPIの設定）

2013年度 2021年度

コンテナ取扱個数

CO２排出量(t)/100TEU

255万TEU 282万TEU

8.00
t-CO2/100TEU

7.68
t-CO2/100TEU

区 分
CO2排出量

CO2削減量
2013年度 2021年度

ＫＰＩ

ターミナル内 2.9 万t 3.0 万t + 0.1 万t

出入船舶・車両 18.6 万t 19.6 万t + 1.0 万t

小 計 21.5 万t 22.6 万t + 1.1 万t

ターミナル外 409 万t 105 万t - 304 万t

合 計 431 万t 127 万t - 304 万t

参考 火力発電所※ 780 万t 590 万t - 190 万t

３．温室効果ガスの削減計画

100TEUあたりのCO2排出量
「ターミナル内」「出入船舶・車両」の

合計値（その他除く）から試算

2013年度比46％削減 カーボンニュートラル（CO2排出実質ゼロ）

５．主な脱炭素化促進事業（具体事業を追記）

４．脱炭素化の取組み方針

６．脱炭素化の取組みイメージ

・モーダルシフト推進（陸送→海上輸送等）、物流機能の更なる生産性向上強化（ターミナル一体化、AIターミナル、CONPAS等）

・LED導入やコージェネ等による省エネ化のほか、電化・再エネ利用の促進を通じた更なる排出量削減

・技術実証が進む、荷役機械などの水素燃料化の促進 など

・船舶燃料の低・脱炭素化を見据えた、LNG・水素・アンモニア等のバンカリング機能の導入

・中短期の社会実装が難しい、新たな脱炭素化技術への取組み

・産業プロセスの脱炭素化への転換や、水素・アンモニア・e-メタン等の導入促進 など

2030年度目標 2050年目標

長期の

方針

＜2050年＞

中短期

の方針

＜2030年＞

（2025年3月）

ＣＮＰ形成計画を脱炭素化推進計画へと移行（港湾法改正（2022.12）に伴う）。

・ＣＮＰ形成計画で定めた目標年次などに変更なし。

「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル（ 2023.3、国土交通省）に基づき、以下の項目を更新。

・脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化の観点から新たにＫＰＩを設定。

・具体化した事業（脱炭素化促進事業）と、そのＣＯ２削減効果を設定。

支援制度）「脱炭素化促進事業」で取得したガントリークレーンは、固定資産税及び都市計画税の

課税標準の特例措置を受けることができる。（10年間、価格の2分の1）

（
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
）

現在
＜2021年＞

目標①
＜2030年＞

目標②
＜2050年＞

21.5万t 22.6万t

11.6万t

基準年
＜2013年＞

1.1万t

（5％増）

CN達成

21.5万tＫＰＩ

ターミナル内

出入り船舶・車両

9.9万t

（46％減）

施設の名称（事業名） 実施期間 CO2削減効果

短

期

タイヤ式門型クレーン（RTG）の水素エンジン換装実証事業 2024～ -

陸上電力供給の導入 2023～ 200 t/年

環境配慮型船舶に対するインセンティブの導入 2021～ -

ブルーカーボン生態系によるCO2吸収･貯留 2022～ 3.1 t/年

中

期

ガントリークレーン(インバーター方式）の導入 2025～ 1,600 t/年

港湾施設のLED化 2024～ 2,700 t/年

公共上屋等への再生可能エネルギー由来電力の導入 2024～ 300 t/年

CONPAS導入拡大 2024～ 100 t/年

神戸市港務艇の脱炭素化 2026～ 200 t/年

※『「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル

（国土交通省）』に基づき、区分して記載

（参考）神戸港全体
2021年 127万ｔ、 2050年 カーボンニュートラルを目指す。
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はじめに 

世界規模で気候変動問題への対応の重要性が高まっており、脱炭素化の機運が高まるなか、港

湾分野においても荷主や船社などのグローバル企業を中心に、SDGs 重視、ESG 投資拡大の動き

が進展している。このような中、神戸港においては、カーボンニュートラルへ向けた取組みを、

港湾の新たな付加価値であると認識し、他港に先駆けて、GHG 排出ゼロを目指すとともに、水

素等の次世代エネルギーの供給インフラを整えることで、「カーボンニュートラルポート（以下、

「CNP」という。）」として競争力の強化を図り、ひいては気候変動問題に貢献していく。 

CNP 形成に向け策定した「神戸港 CNP 形成計画」を、2022年 12月に施行された「港湾法の一

部を改正する法律」に基づき、港湾法第 50 条の 2 の規定に定める「神戸港港湾脱炭素化推進計

画」へ移行する。なお、「神戸港 CNP 形成計画」で定めた、計画期間、目標年次、神戸港の独自

性を示した３つの“C”【Challenge(挑戦)、Collaboration(協力・連携)、Community(共同体)】の

コンセプトなどに変更はない。

３つの“C”から始まるカーボンニュートラルへの船出 

基本コンセプト 
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第１章．官民の連携による脱炭素化の促進に資する港湾の効果的な利用
の推進に関する基本的な方針 

１－１．港湾の概要 

（１） 神戸港の特徴

神戸港は、関西圏を中心に西日本全域に及ぶ背後圏を有する国際戦略港湾であり、コンテナ貨

物をはじめとした物流・人流ネットワークの拠点としての機能を有している。また、我が国の経

済・社会・文化の発展に重要な役割を果たすとともに、神戸市民の生活基盤、経済基盤として貢

献してきた。以下に主な特徴を示す。 

① 神戸港の概況

神戸港は、慶応 3 年（1868 年 1 月 1 日）の開港以来、我が国を代表する国際貿易港として発展

し、平成 22年（2010年）8月には、阪神港として国際コンテナ戦略港湾に選定された。これまで

もコンテナ化の進展などの港湾荷役技術の高度化や船舶の大型化にいち早く対応し、常に最新鋭

の施設を有する港湾として利用者の要請に応えてきた。 

令和 4 年（2022 年）のコンテナ取扱貨物量は年間 289 万 TEU1、2であり、国内主要港と比較し

て内貿コンテナ貨物の取扱割合が多い。 

 

 

出所：神戸市「神戸港大観(年報)」「神戸港の統計」 

図１ 神戸港のコンテナ個数の推移（外貿・内貿合計値）3、 

神戸港における主な取扱品目（令和 4 年） 

1 長さ 20フィートのコンテナ 1本を 1TEU（Twenty-foot Equivalent Unit）としてカウント（長さ 40フィートのコンテナ 1本を
2TEUとしてカウント）。（出所：国土交通省（2023.10）「2022年の国内港湾のコンテナ取扱貨物量（速報値）」（2023.10.31アク

セス）） 

2 令和 4年 1月～12月実績、外貿・内貿合計値（出所：神戸市「神戸港の統計」） 

3 全国のコンテナ取扱貨物量（外貿、内貿合計値）は 2,247 万 TEU（出所：国土交通省（2023.10）「2022 年の国内港湾のコンテ

ナ取扱貨物量（速報値）」（2023.10.31アクセス）） 
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神戸港はコンテナ貨物に加え、西日本を中心とした国際貨物の中継拠点として機能しており、

多数のフェリーなどが寄港する物流、人流の結節点であるほか、内航フィーダー船などを利用し

た内航貨物が多いという特徴を有している。 

 

 

 

 

出所：国土交通省（2023）「令和 4年度内外貿ユニットロード貨物流動調査」 

図２ 内航コンテナ貨物･内航フェリー貨物の港湾別取扱量（上位 10 港） 
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② 立地特性 

エネルギー産業や鉄鋼・化学工業などの製造拠点が集積する播磨臨海地域のほか、大阪港や堺

泉北港と近接しており、関西圏のエネルギー多消費エリア（阪神工業地帯）の中心に立地してい

る。また、瀬戸内海を通じた西日本の海の玄関口である特性を活かし、中国・四国・九州地方を

中心に、利便性の高い内航フィーダー、フェリーネットワークを形成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 神戸港及び周辺地域における産業立地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 神戸港の内航フィーダー・フェリーネットワーク（2022 年現在） 
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③ 港湾施設の配置

神戸港は、市街地周辺の埋立地のほか、ポートアイランド、六甲アイランド、神戸空港島の 3

つの人工島から構成される。 

物流拠点であるコンテナターミナルは、ポートアイランド及び六甲アイランドに集積しており、

２つの人工島は物流機能と都市機能が極めて近接し、両機能が計画的に配置されている。 

神戸空港島には、液化水素サプライチェーン構築実証の基地が立地し、日本最大の液化水素貯

蔵タンク（2,500 ㎥）が設置されている。また、神戸空港は 2030 年の国際定期便就航が決定し、

今後の活用を見据えた大規模な未利用地が存在している。なお、神戸空港の脱炭素化に向けた

「神戸空港脱炭素化推進計画」が 2024年 7月に認定されており、エネルギー供給等で連携が求め

られる。 

図５ 主要ターミナル及び港湾施設の配置 

図６ 神戸空港における脱炭素化の取組み 

©2023Google 
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（２） 神戸港の港湾計画、温対法に基づく地方公共団体実行計画等における位置付け 

① 港湾計画等における位置付け 

神戸港では、開港 150 年の節目に、今後もさらに大きな変化が予見される、世界・日本の社会

経済情勢や港湾物流の動向等を適切に踏まえ、概ね 30 年先を見据えた、神戸港が目指すべき戦

略的な将来像として、「神戸港将来構想」（2017年 7月）を策定している。 

一方で、「神戸港将来構想」は、目標年次が概ね 30 年と長期にわたる構想であることから、近

年の社会経済情勢も踏まえつつ、この構想を着実に推進するため、概ね 10 年間（2030 年代前半）

に取り組むべき内容や方針を示す「神戸港中期計画」を 2023年 3月に策定した。 

「神戸港中期計画」の方向性として、「港湾・産業」分野においては、コンテナターミナルの

一体利用、多様な海上輸送モードの充実、倉庫等の物流施設の更新･高度化、CNP の形成、AI タ

ーミナル形成、DX を通じた生産性や労働環境の向上、自然災害への対策強化などに取り組む。

また、「にぎわい・都市」分野では、人口減少や大阪･関西万博をはじめとするベイエリアの活性

化に対応した、都市魅力向上による交流人口の誘発や、海路･空路を活かしたまちづくりを目指

すこととしている。 

さらに、国土交通省が定める「港湾の開発、利用および保全並びに開発保全航路の開発に関す

る基本方針」や神戸市が定める「神戸港港湾計画」をはじめとする関連方針・計画とも整合性を

図ることで、本計画を推進していく。 

図７ 神戸港中期計画の方向性 
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② 神戸市の環境計画等における位置づけ 

神戸市では、喫緊の課題である地球温暖化対策について、2020 年 12 月に「2050 年までに二酸

化炭素排出実質ゼロを目指す」ことを宣言した。また、2023年 3月には、2030年度の目標を定め

た「神戸市地球温暖化防止実行計画」を改定しており、地球温暖化対策として、原因物質である

温室効果ガス排出量を削減する「緩和策」と、気候変化に対して自然生態系や社会・経済システ

ムを調整することにより気候変動の影響を軽減する「適応策」の両方を、市民や事業者とともに

様々な取り組みを推進することとしている。 

また、他都市に先駆けて、地球温暖化対策の新たなエネルギーである水素に着目し「水素スマ

ートシティ神戸構想」を展開している。将来的な水素利用の社会実装に向け、「水素サプライチ

ェーン構築実証事業」、「水素エネルギー利用システム開発実証事業」の２つの事業が神戸港を舞

台に進められている。 

図８ 水素スマートシティ神戸構想に係る取組み 

 

水素ステーション
整備補助

提供：HySTRA

提供：川崎重工業

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
助成事業「未利用褐炭由来水素大規模海上輸送サプライチェーン構築事業」

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
助成事業「水素CGS活用スマートコミュニティ技術開発事業」、

「ドライ低NOx水素専焼ガスタービン技術開発・実証事業」、
「水素CGSの地域モデル確立に向けた技術開発・研究」

燃料電池自動車の
導入補助

提供：商船港運㈱

水素を「つくる」「はこぶ」「ためる」

「水素スマートシティ神戸構想」の推進
神戸市では、2015年から産学官の連携の元で世界初の水素実証事業を実施しています。これらの実証事業

を通じて得た知見を活用し、水素の利活用を港湾地域などで展開していきます。

水素サプライチェーン構築実証事業
神戸空港島を中心に水素を「つくる・はこぶ・ためる」実証事業が

行われています。

2022年２月25日には世界初の液化水素の長距離海上輸送の実証試
験に成功しました。豪州で製造した液化水素を運搬し、神戸空港島の
液化水素受入基地「Hy touch神戸」にて水素の荷揚げと貯蔵を行い
ました。

今後、この成果を元に大型化・商用化に向けた荷役機器などの開発
が行われる予定です。

水素エネルギー利用システム開発実証事業

液化水素を貯蔵・荷役する基地
「Hy touch神戸」

電気と熱をつくる水素発電設備
（水素コージェネレーションシステム）

ポートアイランドで水素を「つかう」実証事業が行われています。

2018年4月には世界初の水素100％を燃料に電気と熱をつくり、
市街地にある近隣の公共施設などに電気と熱を供給することに成功
しました。

今後、液化水素の特性を活用した発電システムの構築に向けた開
発が行われる予定です。

神戸港カーボンニュートラルポート（CNP)の形成

水素の利用拡大の推進
神戸市では市民の方々の身近な分野

での水素の利活用拡大に向けて様々な
取り組みを推進しています。

燃料電池に置き換えができる
新型RTG（門型タイヤ式クレーン）

環境に配慮した護岸整備
（緩傾斜護岸でのブルーカーボン））

燃料電池バスの導入
（令和5年春運行予定）

港湾では、重油など化石燃料を使う荷役機器が多く、
神戸港においては、港湾オペレーションの脱炭素化や
水素等の次世代エネルギー利用などによるカーボン
ニュートラルポート（CNP）の形成に向けた取り組み
が進められています。
荷役機器への燃料電池の導入や大規模水素ステー

ションの誘致など、カーボンニュートラルという環境
面での価値を付加することで、世界の荷主や船会社か
ら選ばれ続ける港湾を目指します。

水素を「つかう」
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図９ 神戸市地球温暖化防止実行計画の概要【ロードマップ】 
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１－２．港湾脱炭素化推進計画の対象範囲 

（１） 対象範囲 

神戸港に関わる活動は広範に及んでいることから、本計画は、神戸港の「臨港地区」及び

「港湾区域」を主な対象地域とし、港湾を経由して行われる物流活動（海上輸送、トラック輸

送、倉庫等）や、生産・発電等を行う臨海部に立地する事業者の活動も含めるものとする。 

※重要達成度指標（KPI）の対象範囲は、下図「ターミナル内」と「出入船舶・車両」を設

定。 

図 10 神戸港港湾脱炭素化推進計画の対象範囲 

（２） 留意点 

神戸港の物流拠点が立地するポートアイランド及び六甲アイランドの都市的活動のほか、港湾

と同じく脱炭素化に向けた検討が進む神戸空港の取組みも考慮する。 

さらに、水素・燃料アンモニア等の受入拠点としての連携を見据えた播磨臨海地域（姫路港）

についても考慮する。 

  

 

凡例

ターミナル内

ターミナル外
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１－３．神戸港における官民の連携による脱炭素化の促進に資する港湾の効果的な

利用の推進に係る取組方針 

（１） 港湾脱炭素化推進に向けた取組方針 

“はじめに”で記載のとおり、神戸港の独自性を示す３つの“C”【Challenge(挑戦)、

Collaboration(協力・連携)、Community(共同体)】を基本コンセプトに、神戸港のCNP形成を進

め、CNP 形成を神戸港の競争力強化の契機とすべく果敢に挑戦する。 

また、官民連携を軸にした先進的な CNP 形成港湾としての地位確立により、更なる港勢拡大

や市内経済の活性化への波及を実現することを目指していく。 

① Challenge＜挑戦＞  

神戸市では、これまでも「水素スマートシティ神戸構想」のもと、次世代エネルギーの中心と

される水素に関する様々な実証実験を進めてきた。CNP を含めた脱炭素社会の実現には、技術的

課題の解決や、社会実装に向けた市民理解なども重要な観点であり、短期的には、民間事業者の

新たな挑戦（FS、実証事業等）を強力にサポートしていく必要がある。 

神戸港の CNP 形成を進めるため、これまで培ってきた実証事業に関する支援ノウハウを最大

限活用し、神戸港を「CNP 実証フィールド」として位置づけ、連携・支援していく。 

② Collaboration＜協力・連携＞ 

神戸港は、国際コンテナ戦略港湾の集貨施策の成果として、瀬戸内・九州エリアなどの内航フ

ィーダー航路網の拡充が進んでいる。さらに将来的なドライバー不足などを見据え、阪神国際港

湾株式会社や西日本諸港と連携したモーダルシフトを推進することで、環境負荷低減に貢献して

いく。 

また、港湾振興に係る連携協定を締結する姫路港においては、2030年の水素混焼発電を目指し

た大規模受入拠点に関する検討が進んでおり、大阪湾全体を俯瞰した最適な水素等サプライチェ

ーン構築に向けた連携を進めていく。 

港湾地域の脱炭素化には様々な技術開発・検討が必要であり、世界の主要港湾においても検討

が進められている。このような中、令和 4年（2022年）10月には、世界に先駆けて係留船舶や荷

役機械等のゼロエミッション化を進めている米国ロングビーチ港と、港湾の脱炭素化に向けた連

携協定を締結した。このような世界の先進港湾の知見を得ながら、脱炭素化の取組みを進める。 

さらに、CNP 形成には官民連携が重要である。脱炭素における先進的な取組みを支援するとと

もに、今後、神戸港脱炭素化推進協議会を官民連携のプラットフォームとして活用していく。 

③ Community＜共同体＞ 

神戸港は開港から 150 年を超える歴史を有し、様々な港湾事業者の重層的な共同体が存在する。

このような神戸港を支えてきた港湾事業者の衆知・協力を得ながら CNP 形成による更なる港勢
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拡大を目指していく。 

関西圏には、水素をはじめとした次世代エネルギーに強みを有する先進企業が集積している。

民間主導で立ち上げられた「神戸・関西圏水素利活用協議会」など、民間共同体の動きとも連動

した取組みを進めていく。 

また、次世代エネルギーの活用等は、市民理解を得ながら進めていく事が重要である。これま

でも海外から多様な文化を取り入れながら「進取の気風」によって発展してきた神戸市において、

市民のバックアップを得ながら CNP 形成を図り、神戸港の港勢拡大のみならず、水素関連産業

の振興など、市内経済の活性化への波及を目指していく。 

 

（２） 神戸港港湾脱炭素化推進計画の概要 

神戸港港湾脱炭素化推進計画の概要を次の 2 つの観点から示す。 

① 温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する取組み 

2025 年までの短期的な取組みとしては、これまで進めてきた水素に関する実証事業を拡充し、

荷役機械や船舶などへの水素供給を含め、港湾エリアにおける水素利活用に向けた実証を「CNP

実証フィールド事業」として進めていく。また、太陽光等の再エネ導入も進めるほか、海外先進

港の調査などを通じて、神戸港の CNP 形成に向けた具体的な道筋を検討していく。 

 

2030 年までは、温室効果ガスの多数を占める「ターミナル外」の臨海部に立地する事業所を中

心に、LED 導入、熱の循環利用等の省エネを促進するとともに、荷役機械の電化や工場等の使用

電力の再エネ化を促進する。また、実証実験などを経たうえで、荷役機械やトラクターヘッド等

の水素利用などを促していく。そのほか、国における水素・アンモニア等の受入拠点、次世代エ

ネルギーへの支援の動向などを見極めながら、サプライチェーン構築に向けた検討を進める。 

 

2050 年に向けては、技術開発の進展や次世代エネルギーの導入状況等を考慮し、産業部門のプ

ロセス転換、燃料の脱炭素化等を含め「ターミナル外」の脱炭素化を推進するとともに、「ター

ミナル内」においても、荷役機械、船舶等における水素・燃料アンモニア等の利用拡大を促進す

ることで CNP 実現への道筋を検討する。 

なお、神戸市が他都市に先駆けて取組みを進める「水素」を中心に据えつつも、船舶燃料とし

て導入が進みつつある LNG や燃料アンモニアの活用のほか、CO2 と水素による e-methane（合成

メタン）といった、その他多様なエネルギー源の活用も並行して進めていく。この際、技術の進

歩などの状況変化に臨機応変に対応する「ダイナミックケイパビリティ」の考え方を重視し、

CNP 形成を進めていく。 
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② 港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する取組み

上記のとおり、神戸港ではターミナル内の荷役機械や船舶などにおいて、一定の水素・燃料ア

ンモニアの需要が想定される。一方、コンビナート型港湾や、播磨臨海地域、堺泉北地域に立地

するような大規模な鉄鋼業、石油・化学製造業、発電所等が少なく、大規模な需要は限定的であ

る。また、水素等の大規模受入拠点として活用可能な臨海部の土地が少なく、港湾と都市部が近

接しているという特徴から、水素・燃料アンモニア等の大規模な受入・貯蔵施設の設置には課題

がある。 

加えて、隣接する播磨臨海地域において、2030年の大規模な水素混焼発電の開始を目指した輸

入水素の受入基地検討が進んでいる。 

こうした現状を踏まえ、姫路港をはじめとした周辺港湾の受入拠点を経由し、輸入水素等を神

戸港へ二次輸送することを前提にサプライチェーンの検討を行う。このほか、輸入水素だけでは

なく、国内製造されたグリーン水素の受入についても併せて検討していく。 
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第２章．神戸港港湾脱炭素化推進計画の目標 

２－１．神戸港港湾脱炭素化推進計画の削減目標と KPI 

CO2 排出削減目標は、「2030 年度 46%削減（2013 年度比）、2050 年カーボンニュートラル達成」

とする（政府及び地域の温室効果ガス削減目標、対象範囲の CO2 排出量の削減ポテンシャル、

港湾脱炭素化促進事業による CO2 排出量の削減量を勘案し設定）。 

また、取組みの総合的な達成状況を把握できるよう KPI（Key Performance Indicator：重要達成

度指標）と、中期・長期別に具体的な数値目標を設定した。 

CNP 形成には「水素・アンモニア等の受入環境の整備」と「脱炭素化に配慮した港湾機能の高

度化」の２つの観点がある。１－３（２）②で述べた通り、神戸港の特性から、後者にフォーカ

スし、KPI の対象を「ターミナル内、出入船舶・車両」とした。一方で、我が国において港湾は、

CO2 排出量の約 6 割を占める発電所、鉄鋼、化学工業等の臨海部産業の拠点となっており、神戸

港全体としても産業のエネルギー転換に必要となる水素・アンモニア等の供給に必要な環境整備

形成に、対象事業者と連携し、引き続き注力していく。 

なお、KPIは、技術の進展や社会経済状況等の変化に応じて、適宜見直すものとする。 

KPI 

（重要達成度指標） 

具体的な数値目標 

中期（2030 年度） 長期（2050 年度） 

KPI 

CO2 排出量 

ターミナル内、

出入船舶・車両 

11.6 万トン 

（2013 年度比 46%削減） 

実質 0 トン 

＜参考＞ターミナル外を含めた神戸港全体の CO2 排出量は、約 430 万トン（2013 年度） 

２－２．温室効果ガスの排出量の推計 

（１） 対象範囲の推計区分

温室効果ガス排出量の推計にあたり、対象範囲を以下の 3つに区分して推計した。 

 ターミナル内（「ポートアイランド」、「六甲アイランド」、「その他」に分類）

 出入船舶・車両（「ポートアイランド」、「六甲アイランド」、「その他」に分類）

 ターミナル外（臨港地区に立地する事業者の活動等）

図 11 温室効果ガス排出量推計対象の区分 

荷役機械
リーファーコンテナ用電源
管理棟・照明施設 等

発電所、工場等での活動
倉庫・物流施設での活動
事務所等での活動 等

停泊中の船舶
コンテナ用トラクター
ダンプトラック 等
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（２） 推計方法

温室効果ガス排出量については各事業者のエネルギー使用量を統計情報やヒアリング等により調査し、基準年（2013年度）及び 2021 年度の温室効

果ガス排出量を推計した。詳細は以下のとおり。 

表 1 温室効果ガス排出量の推計方法 

*1:ガントリークレーン、トランスファークレーン（RTG）、トップリフター、フォークリフター、トラクターヘッド、その他構内車両・バス等 

*2:客船、フェリー、コンテナ船、タンカー、貨物船、漁船、その他 

*3:平成 25年・30年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査、平成 24年・29年度内外貿ユニットロード貨物流動調査、平成 26年・令和元年度バルク貨物流動調査のデータを用いて算出。背後圏
は、近畿地方、中国、四国地方(山口県除く)とした 

*4:「地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」の報告対象者である特定事業所排出者（全ての事業所のエネルギー使用量合計が原油換算
1,500kl/年以上の事業者）のエネルギー使用のみ対象 ※公表データは 2018年度が最新のため、2021年度の数値については事業者ヒアリングをもとに算出 

区分 地区 主な施設 温室効果ガス排出源 排出量推計方法

     内           /
六甲      /
その他

荷役機械 • 荷役機械*1の電力使用及び軽油
使用

軽油使用量×CO2排出係数＋電気使用量×CO2排出係数
出所:神戸市データ、国土交通省「「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル、環境省
「温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度」

         
施設・管理棟等

•           、    照明、建物・
上屋、その他施設の電力使用

• 公共上屋の電力使用

電気使用量×CO2排出係数
出所:神戸市データ、環境省「温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度」

出入
船舶・
車両

          /
六甲      /
その他

出入船舶 • 船舶*2の停泊時の燃料利用 燃料使用量（=0.17×定格出力0.98×荷役・非荷役時の負荷率0.98×荷役
・非荷役時間×荷役・非荷役時稼働機関基数）÷比重×CO2排出係数
出所:神戸市データ、国土交通省（2009）「港湾における温室効果ガス排出量算定マニュ
アル（案）Ver1.0」

出入車両 • 市内及び背後圏に貨物を輸送す
る車両の輸送時の燃料利用

輸送量（t・km）×原単位（L/t・km）×CO2排出係数（tCO2/L）
出所:国土交通省各種統計*3、国土交通省（2009）「港湾における温室効果ガス排出量
算定マニュアル（案）Ver1.0」改良トンキロ法

• ターミナルゲートでの車両待機
による燃料使用

燃料使用量（=1回当たりの平均待ち時間×1回当たりの平均待ち台数×
アイドリング1時間当たり燃料消費量×渋滞発生回数）×CO2排出係数
出所:神戸市データ、国土交通省（2009）「港湾における温室効果ガス排出量算定マニュ
アル（案）Ver1.0」

     外 倉庫・物流施設、
事務所・病院、
工場等

• 事業者活動*4におけるエネル
ギー使用

エネルギー使用量×CO2排出係数
※ 2013年度は「温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度」において報告された温室
効果ガス排出量を直接引用し、2021年度は事業者ヒアリングをもとにデータを収集

出所:温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度、事業者ヒアリング

火力発電所 • 事業者活動*4におけるエネル
ギー使用（電気・熱配分前）

エネルギー使用量×CO2排出係数
※ 2013年度は「温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度」において報告された温室
効果ガス排出量を直接引用し、2021年度は事業者ヒアリングをもとにデータを収集

出所:温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度、事業者ヒアリング
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（３） 推計結果

温室効果ガス排出量の推計の結果、2021年度排出量は約 127万トンであり、基準年である 2013

年度から約 305 万トン減少（△70.5％）している。これは、大規模事業所の一部機能が市外に集

約された影響が大きいことに留意が必要である。 

また「ターミナル内」「出入船舶・車両」においては、基準年から 2021年度までの間に CO2排

出量が増えているが、神戸港のコンテナ取扱個数に基づき、100TEU あたりの排出量を推計した

ところ、8.00トンから 7.68 トンに削減が進んでいる。 

表 2 温室効果ガス排出量の推計結果*1 

区分 地区 
CO2 排出量(各年度の割合) CO2 削減量 

2013→2021 年度 

(2013 年度比削減率) 
2013 年度*2 2021 年度 

ターミナル

内

ポート 

アイランド
14,200 17,300 

3,100 

(21.8%) 

六甲 

アイランド
14,000 12,000 

△2,000

(△14.3%)

その他 700 500 
△200

(△28.6%)

出 入 船

舶・車両 

ポート 

アイランド
89,900 103,500 

13,600 

(15.1%) 

六甲 

アイランド
85,900 83,700 

△2,200

(△2.6%)

その他 10,200 8,600 
△1,600

(△15.7%)

ターミナル内、

出入船舶・車両 小計
214,900 225,600 

10,700 

(5.0%) 

コンテナ取扱個数

（万 TEU）
（255） （282） （27（10.6％）） 

ターミナル外 4,093,700 1,045,400 
△3,048,300

(△74.5%)

神戸港全体 4,308,600 1,271,000 
△3,037,600

(△70.5%)

（参考）火力発電所*3 7,801,000 5,904,300 
△1,896,700

（△24.3%）
*1:「神戸市地球温暖化防止実行計画」と推計方法が異なる。 

*2: 2013年排出量のうち実データが入手不可能な排出源については排出係数や燃費の変化等を基に推計して算出している。 

*3:「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル（2023年 3月 国土交通省 港湾局 産業港湾課）に基づき、火力発電所からの
電気・熱配分前の CO2 排出量は区別し、参考値として記載。 

（単位：t-CO2/年）
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100TEUあたりのCO2排出量

2013年度 2021年度

コンテナ取扱個数

CO２排出量(t)/100TEU

255万TEU

282万TEU

8.00t-CO2/100TEU 7.68t-CO2/100TEU
 

 

 

 

 

 

２－３．温室効果ガスの吸収量の推計 

（１） 推計方法 

神戸港内の神戸空港島では、周辺の護岸造成に際して、緩やかな石積みとし、太陽光が届く浅

場を広範囲に構築している。また、島内に人工的な砂浜や磯浜など配置することで、豊かな生態

系の育成や環境の創造、市民が親しみやすい水辺空間の整備を進めている。緩傾斜護岸による生

態系の育成・創造効果を把握するため、整備当初からモニタリング調査を実施している。 

令和 4年度には、ジャパンブルーエコノミー技術研究組合（JBE）が運用する「Jブルークレジ

ット」制度において、神戸港におけるブルーカーボン生態系の CO2吸収量が認証された。 

（２） 推計結果 

令和 4年度「神戸空港島におけるブルーカーボン創出プロジェクト」における CO2吸収量は、

9.3(t-CO2)となった。本プロジェクトでは、平成 29 年度～令和元年度の 3 か年分を申請対象とし

ている。なお、推計にあたっては、JBE「J ブルークレジット(試行)認証申請の手引き」に基づき

算出を行った。各年の藻場生成面積の若干の変動はあるものの、平均して 3.1(t-CO2)の削減効果

が見込まれる。 

また、クレジット申請対象エリアをさらに拡大するため、次回申請以降については、神戸空港

島以外にポートアイランド（第 2 期）西緑地やメリケンパークなども対象とし、申請に必要とな

るモニタリング調査を検討していく。 

更なる藻場造成に向けて、現在ウォータフロント再開発を進めている新港第 1 突堤、第 2 突堤

間においてもブルーカーボン創出を見据えた新たな親水空間の導入を進める。 

 

  

※「ターミナル内」「出入船舶・車両」合計値(その他除く)から算出 
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２－４．温室効果ガスの排出量の削減シナリオの検討 

臨港地区に立地する各社の取組み等により、神戸港全体では、基準年である 2013 年度から

2021年度までに温室効果ガス排出量は約 70%減少している。一方、ターミナル内、出入船舶・車

両においては、荷役機械の台数増加やコンテナ貨物の取扱量増加等に伴い、2013 年度から 2021

年度までに温室効果ガス排出量が 5％微増している。 

上記を踏まえ、神戸港の温室効果ガス削減に向けた全体方針を次のとおり整理した。ターミナ

ル内、出入船舶・車両においては全体方針をもとに、更なる削減に向けた取組みの前倒しが求め

られる。 

（１） ＜2030年＞短中期の方針

・モーダルシフトの更なる推進（陸送→海上輸送等）

・物流機能の更なる生産性向上（ターミナル一体運用、AIターミナル、CONPAS導入拡大等）

・LED 化や熱利用等の省エネ化のほか、電化・再エネ利用の促進を通じた更なる排出量削減

・水素供給拠点を導入し、技術実証が進む荷役機械や大型モビリティの水素エンジン換装や

FC 化の促進

（２） ＜2050年＞長期の方針

・船舶燃料の脱炭素化を見据え、LNG、水素・アンモニア等のバンカリング機能導入

・中短期の脱炭素化が難しい熱源の脱炭素化や、次世代エネルギー実装への取組み

・産業プロセスの脱炭素化への転換や、より広範な水素・e-methane 等の導入促進

・港湾エリアを中心に、都市・空港機能も含めた面的な次世代エネルギー供給網の構築 など

図 12 温室効果ガス排出量の削減シナリオ 
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図 13 温室効果ガス排出量の削減に係る全体方針 

 

２－５．水素・アンモニア等の需要推計及び供給目標の検討 

対象港湾及び周辺地域の目標年次における水素及びアンモニアの需要量を推計し、供給目標を

定めた。推計に際して、以下に示す各種公表資料を活用したほか、神戸市において一定の想定の

もと試算している。 

また、需要推計に関しては、各社へのヒアリングやアンケート結果、国内外事例調査をもとに

令和４年度時点における見通しのあるものを列挙しており、今後の需要創出や技術進展等により

変化が見込まれる場合は、適宜見直しを行う。需要推計の結果、水素換算値として 2030 年度で

は約 4 万トン、2050年時点では約 57万トンと推計した。 
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表 3 神戸港における水素・燃料アンモニア等需要量 

*1: 資源エネルギー庁（2021）「エネルギー白書 2021」を基に設定 

*2: 資源エネルギー庁「国際海運 2050年カーボンニュートラルに向けた海運協議会」資料３(2022 年 4 月 19日実施) 

*3: アンモニア需要に対して、本計画では水素換算値として試算 

＜需要ポテンシャル量（水素換算値）＞ 

  2030 年： 44,000 トン/年 

  2050 年：574,000 トン/年 
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第３章．港湾脱炭素化促進事業及びその実施主体 

３－１．温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業 

２－４．で定めた温室効果ガスの削減目標を達成するため、対象施設別の排出量削減の取組み内容や取組み主体、取組みによる削減目標などを以

下に示す。なお、2013 年時点の「ターミナル内」「出入船舶・車両」の CO2 排出量 214,800 トンに対し、下表の事業の効果を積み上げた CO2 削減量

は 5,100 トンに留まっていることから、更なる削減に向けた取組みの前倒しや事業の形成を進める。また、2024 年 9 月に採択された「脱炭素先行地

域」に港湾エリアも含まれており、連携しながら取組みを進める。 

表 4 温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業 

 区分 施設の名称（事業名） 位置 規模 実施主体 実施期間 事業の効果 備考 

短期 

ターミナル内 

タイヤ式門型クレーン

（RTG）の水素エンジン換

装実証事業 

神戸国際コンテナタ

ーミナル 
1 基 

・国土交通省 

・阪神国際港湾㈱ 
2024～   

出入船舶車両 

陸電供給の導入 
・新港第 1 突堤 

・新港東ふ頭 
2 基 神戸市 2023～ 

CO2 削減量 

200t/年 

国土交通省社会資本整備

総合交付金(2022 年度) 

陸電供給への再生可能エネ

ルギー由来電力の導入 

・新港第 1 突堤 

・新港東ふ頭 
2 基 神戸市 2023～  

ESIプログラム、グリーンア

ウォード・プログラムによ

る環境配慮型船舶に対する

インセンティブの導入 

  神戸市 2021～   

ターミナル外 
ブルーカーボン生態系によ

る CO2 吸収･貯留 

・神戸空港島 

・ポートアイランド

第 2 期西緑地 

・メリケンパーク 

 神戸市 2022～ 
CO2 削減量 

3.1t/年 
 

中期 ターミナル内 

公共上屋等への再生可能エ

ネルギー由来電力の導入 
ポートアイランド 20 棟 

・民間事業者 

・神戸市 
2024～ 

CO2 削減量 

300t/年 
 

港湾施設（ヤード照明・倉

庫上屋等）の LED化 
神戸港全域  神戸市 2024～ 

CO2 削減量 

2,700t/年 
 

CONPAS 導入拡大 
神戸港のコンテナタ

ーミナル 
 

・国土交通省 

・阪神国際港湾㈱ 
2024～ 

CO2 削減量 

100t/年 
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ガントリークレーン 

(インバーター方式）の導入 

・RC2    2 基 

・RS-BC   2 基 

・PI-J    １基 

・PC18     2 基 

・PC13     2 基 

・PC14     3 基 

・RC6/7   3 基 

・RC4/5   5 基 

・PC15～17   6 基 

26 基 阪神国際港湾㈱ 2025～ 
CO2 削減量 

1,600t/年 

・2024 年度までに 3 基

（PC14）において、

港湾法第 55 条の 9 に

基づく無利子資金の貸

付を活用して整備中。 

・今後 23 基導入予定。 

ガントリークレーンの 

LED化 

・RC6/7   5 基 

・PC15～17   2 基 
7 基 阪神国際港湾㈱ 2025～   

出入船舶車両 

神戸市港務艇の脱炭素化

（水素船・代替燃料船、電

動船の実証） 

 1 艇 神戸市 2026～ 
CO2 削減量 

200t/年 
 

 

なお、港湾脱炭素化促進事業の実施による CO2 排出量の削減効果を表５に示す。今後、新たに取組の準備が整ったものから順次計画に位置付け、

目標達成を目指す。 

表５ CO2 排出量の削減効果 

項目 <1>ターミナル内 <2>出入り船舶・車両 <3>ターミナル外 合計 
（<1>＋<2>） 

合計 
（<1>＋<2>+<3>） 

①：CO2 排出量（2013 年度） 28,900 トン 186,000 トン 4,093,700 トン 214,900 トン 
（8.00 トン/100TEU） 

4,308,600 トン 

②：CO2 排出量（2021 年度） 29,800 トン 195,800 トン 1,045,400 トン 225,600 トン 
（7.68 トン/100TEU） 

1,271,000 トン 

③：2021 年度からの CO2 削減量※ 4,700 トン 400 トン 0 トン 5,100 トン 
（0.18 トン/100TEU） 

5,100 トン 

④：2013 年度からの CO2 削減量 
（①－②＋③） 

3,800 トン -9,400 トン 3,048,300 トン -5,600 トン 
（0.50 トン/100TEU） 

3,042,700 トン 

⑤：削減率（④／①） 13.1％ -5.1％ 74.5％ -2.6％ 
（6.3%/100TEU） 

70.6％ 

※③の数値は、「温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業」のうち、2022 年度以降の取組による削減量を合計している。 
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３－２．港湾法第 50条の２第３項に掲げる事項 

（１） 法第 2 条第 6 項による認定の申請を行おうとする施設に関する事項 

なし 

（２） 法第 37 条第 1 項の許可を要する行為に関する事項 

なし 

（３） 法第 38 条の 2 第 1 項又は第 4 項の規定による届出を要する行為に関する事項 

なし 

（４） 法第 54 条の 3 第 2 項の認定を受けるために必要な同条第一項に規定する特定埠頭の運営

の事業に関する事項 

なし 

（５） 法第 55 条の 7 第 1 項の国の貸付けに係る港湾管理者の貸付けを受けて行う同条第 2 項に

規定する特定用途港湾施設の建設又は改良を行う者に関する事項 

なし 
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第４章．計画の達成状況の評価に関する事項 

４－１．計画の達成状況の評価等の実施体制 

本計画は、神戸港港湾脱炭素化推進協議会の意見を踏まえ、神戸港の港湾管理者である神戸市

が策定する。 

本計画の着実な推進に向け、同協議会において水素・燃料アンモニア等の技術開発状況や、削

減計画の進捗状況等を考慮しながら、計画見直しや取組状況のフォローアップを行うこととする。 

図 14 神戸港港湾脱炭素化推進計画の進捗管理・見直し体制 

図 15 神戸港港湾脱炭素化推進計画改定の流れ（イメージ） 
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４－２．計画の達成状況の評価の手法 

計画の達成状況の評価は、定期的に開催する協議会において行う。評価に当たっては、港湾脱

炭素化促進事業の進捗状況に加え、協議会参加企業の燃料・電気の使用量の実績を集計しCO2排

出量の削減量を把握するなど、発現した脱炭素化の効果を定量的に把握する。評価の際は、あら

かじめ設定した KPI に関し、目標年次においては具体的な数値目標と実績値を比較し、目標年次

以外においては、実績値が目標年次に向けて到達可能なものであるか否かを評価する。 

 

第５章．計画期間 

本計画の計画期間は、2050 年までとする。 

なお、本計画は、対象範囲の情勢の変化、脱炭素化に資する技術の進展等を踏まえ、適時適切

に見直しを行うものとし、国が策定する「地球温暖化対策計画」で定められる目標等との調和も

図っていく。 
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第６章．港湾脱炭素化推進計画の実施に関し港湾管理者が必要と認める事項 

６－１．港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想 

（１） 温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に向けた将来構想 

第３章の取組みに加え、温室効果ガスの削減目標を達成するため、下表に示す考え方に基づき、中長期的な取組みを整理した。 

※設定根拠等に示した事項は事業者の取り巻く状況等により変わり得ることに留意する必要がある。 

表６ 温室効果ガス削減計画（削減率の考え方） 
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削減計画に基づき、対象施設別の排出量削減の取組内容や取組主体、取組みによる削減目標などを以下に示す。 

表７ 対象施設別の排出量削減の取組内容や取組主体、取組みによる推計削減量（1/3） 
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ここでは、「ターミナル外（1/2）」における対象施設別の施策の方向性等を示す。なお、「削減目標」に記載した数値は、基準年である 2013 年度か

ら削減値であり、既に大きく減少しているものも含んでいる。 

表８ 対象施設別の排出量削減の取組内容や取組主体、取組みによる推計削減量（2/3） 
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以下に「ターミナル外（2/2）」の削減計画とともに各種取組みによる削減目標の合計値を示す。2030 年時点の削減目標を約 317 万トン（2013 年度

比）とし、基準年から 46％削減を目指す。また、発電所においては、アンモニア混焼発電の検討・実施に取り組み、神戸港全体としての排出量削減

についても注力していく。さらに、事業者と連携し、アンモニア混焼により蓄積される燃料アンモニアのハンドリングノウハウを生かして、水素・

燃料アンモニア等のサプライチェーンの拠点整備に取り組む。 

表９ 対象施設別の排出量削減の取組内容や取組主体、取組みによる推計削減量（3/3） 
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（２） 水素等の供給に向けた将来構想 

① 水素受入拠点としての位置づけ 

前述したように、神戸港においてはターミナル内の荷役機械や船舶、トラック等の大型輸送モ

ビリティのほか、産業プロセス等において水素・燃料アンモニアの需要が想定される。一方、コ

ンビナート型の港湾などに立地するような大規模な鉄鋼業、石油・化学製造業、発電所等が少な

く、需要は限定的と想定される。 

   

*1: 臨海部に立地するエネルギー多消費型産業（製鉄所、発電所、製油所）を記載 

図 16 神戸港と他港における産業立地の比較 

また水素等の大規模受入拠点には、大水深の係留機能を備えた広大な土地が必要となり、現時

点において、神戸港に対応可能な臨海部の土地は見当たらない。このほか、港湾と都市部が近接

しているという特徴から、水素・燃料アンモニア等の大規模な受入・貯蔵施設の設置には課題が

ある。 

 

*1: NEDO（2022）「関西圏の臨海エリアにおける水素供給モデルに関する調査」より参照 

図 17 水素受入基地における施設配置イメージ 

神戸港
火力発電所

©2023Google 



 

30 

 

さらに、下記のとおり隣接する播磨臨海地域（姫路港）において、2030年頃の大規模な水素混

焼発電の開始を目指した輸入水素の受入基地検討が進んでいる。※事業者の取り巻く状況等によ

り変わり得ることに留意する必要がある。 

出典: 経済産業省 総合資源エネルギー調査会 第 4 回 省エネルギー・新エネルギー分科会 水素政策小委員会/資

源・燃料分科会 アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会 合同会議（R4.8.26 開催）関西電力㈱ 資料より 

図 18 関西電力㈱による姫路エリアでの水素サプライチェーン構築に向けた検討 

② 水素等の供給計画の方向性 

こうした現状を踏まえ、神戸港における水素等供給計画では、姫路港をはじめとした周辺港湾

の受入拠点を経由した二次輸送による受入を前提にサプライチェーンの検討を行う。このほか、

供給安定性・多様性や環境価値などを考慮し、輸入水素だけではなく国内製造されたグリーン水

素（風力、水力、太陽光など、再エネ由来の水素）の受入についても併せて検討していく。 

図 19 水素等の受入拠点としての神戸港の位置づけ 

 

 

神戸港

海外輸出港
水素精製拠点

大型輸送船

播磨臨海地域
姫路港･東播磨港

二次輸送

内航輸送船

 ©2023 Google 



 

31 

 

６－２．脱炭素化推進地区制度の活用等を見据えた土地利用の方向性 

臨港地区内の建築物の用途制限について、本計画の目標の達成に向け、分区指定の趣旨との両

立を図りつつ、脱炭素化に資する設備を導入する環境を整えるため、区分指定の追加及び脱炭素

化推進地区を定めることを検討する。 

 

６－３．港湾及び産業の競争力強化に資する脱炭素化に関連する取組み 

（１） 脱炭素化に向けた世界的な動き 

脱炭素化に向けた動きは世界的に加速しており、多くの国が 2050 年等の年限付きのカーボン

ニュートラルの実現を表明している。金融面では、日本の ESG 投資額が 2020 年に 310 兆円、

2022 年には 490 兆円まで増加し1、気候変動に関する情報開示を企業に求める動きも広がってい

る。 

また、新型コロナウイルス感染症による人流・物流の寸断、米中貿易摩擦やウクライナ危機等

による経済安全保障、ESG 観点での見直しなどの要因から、サプライチェーンの多元化のほか、

生産拠点の一部国内回帰など、サプライチェーンの見直しを進める企業が増えてきている。 

さらに、これまでは事業者自らの温室効果ガス排出量の把握と排出削減の取組み【スコープ１】

が求められていたが、近年では、事業活動に関係するあらゆる排出（原材料調達から製造・物

流・販売・廃棄など、サプライチェーン全体から発生する温室効果ガス排出）の情報開示【スコ

ープ３】を求める動きも顕在化してきている。 

 

図 20 スコープ 1,2,3 の定義 

出所：環境省・みずほリサーチ＆テクノロジーズ（2023）「サプライチェーン排出量の算定と削減に向けて」 

（２） 港湾・産業立地競争力の向上に向けた方策 

このような背景から、物流拠点である港湾においても脱炭素化を求める動きが高まっており、

神戸港においても、サプライチェーン全体の脱炭素化に取り組む荷主・船社などから選択される

港湾として、水素を中心とした脱炭素の先進的取組みを推進することで国際競争力の強化を図る。 

                                                        

1 出所：Global Sustainable Investment Alliance (2023) “GLOBAL SUSTAINABLE INVESTMENT REVIEW 2022” 
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神戸港は、基本コンセプトで掲げた「３つの“C”」を基軸に、先進的な CNP 形成港湾としての

地位を確立し、港勢拡大から市内経済の活性化への波及を実現することを目指す。 

 一方、港勢拡大と脱炭素化の両立は容易ではなく、目標達成には数多くの課題があるのも事実

である。そのため、CNP 形成を進める中で得られた知見や課題などを広く共有するほか、技術開

発や設備投資負担の軽減等に関し、国などに実態を踏まえた制度改善や要望などを行っていく。 

① CNP形成に向けた取組み強化 

神戸港では、水素エネルギーの利活用拡大に向けた先駆的な実証事業が行われており、水素利

用の商用化を見据えた検討が進められている。このような既存設備や枠組みを活用し、水素を活

用した荷役機械の FC 化や水素トラック、FC 船舶の導入など、CNP 形成に資する F/S や実証等を

積み重ね、得られた知見を今後の取り組みに活かしていく。 

検討に当たっては、連携協定を締結したロングビーチ港（米国）や、姉妹港であるロッテルダ

ム港（オランダ）などを中心に、海外先進港と連携するなど、グローバルな動向を把握しつつ

CNP を推進する。また、多様な実証を進める際には、地域住民の理解を得ながら脱炭素化の取組

みを進めることに留意する。 

上記取組みを継続的に実施することで、先進的な CNP 形成港湾としての地位を確立し、港湾

の脱炭素化の取組みのモデルとなることで、近隣港をはじめとした国内他港の脱炭素化に貢献す

る。 

② 脱炭素化を志向する企業の誘致・港勢拡大 

神戸港では、現在、国際コンテナ戦略港湾の競争力強化として、コンテナターミナルの一体

化・機能強化を進めており、施設再編に際して CNP 形成を考慮した検討を進める。また、トラ

ックドライバー不足の深刻化を見据え、阪神国際港湾株式会社などと連携したモーダルシフトの

取組みを強化することで企業の働き方改革や脱炭素化に加え、災害時のリダンダンシー確保など

にも貢献する。さらに、「グリーンアウォード・プログラム」1によるインセンティブなど、脱炭

素化に貢献する企業を支援する。 

中長期的には、水素等の大規模受入拠点の形成が期待される姫路港等と連携し、企業活動のサ

プライチェーン全体の脱炭素化に寄与することで、荷主・船社から選ばれる港湾として港勢拡大

へと繋げていく。また、サプライチェーンの見直し等により生産拠点の国内回帰を検討する企業

に対する受け皿となることで、「創貨」によるベース貨物創出を目指す。 

③ 市内経済の活性化、市域全体の脱炭素化 

神戸港の脱炭素化を推進することで、市内企業の水素産業への参入や企業による新たな投資を

促進する。また、上記①、②の取組みを通じて、神戸港の脱炭素化のみならず神戸港と密接に関

                                                        

1 オランダ・ロッテルダムに本部を置く非営利活動法人グリーンアウォード財団が、世界規模で取り組む、安全で環境にやさし
い船舶を認証し、認証船舶に優遇措置を与えることにより、船舶・船員の質を向上させ、海洋環境の保護を目指すことを目的
とするプログラム。認証船舶はインセンティブ提供者（港湾管理者、海洋関連企業等）から、入港料や、船舶機器等の調達、

登録料等に関して、減免等の優遇を享受できる。 
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連する臨海部産業や周辺地域の脱炭素化への波及も期待するほか、神戸空港の脱炭素化に寄与す

ることを目指す。 

中長期的には、次世代エネルギーのサプライチェーンを早期に構築することで既存産業の脱炭

素化を後押し、環境面の競争力向上による雇用創出・市内経済の活性化に寄与することを目指す。

さらに、港湾エリアの脱炭素化手法の横展開や市域全体のエネルギー供給の最適化等を図ること

で、神戸市全体の脱炭素化の推進にも貢献していく。 
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６－４．水素・アンモニア等のサプライチェーンの強靭化に関する計画 

水素等のサプライチェーン強靭化のため、本計画で想定した神戸空港島に整備された水素供給

施設（荷役施設、貯蔵施設等）の災害等への対応を検討する。なお、本施設はあくまでも実証施

設として整備されたものであり、今後、水素等の供給計画が具体化・本格導入する際に再検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 水素供給施設（神戸空港島）の概要 

（１） 地震 

空港島の水素荷役基地に整備されている係留施設および貯蔵施設（液水タンク）は、レベル 2

地震動に対応した設計、地盤改良（SCP 工法）等が行われている。また、ポートアイランドと神

戸空港島に接続する空港連絡橋に関しても、当初整備時にレベル 2 地震動に対する動的応答解析

を実施し、必要な落橋防止装置等の整備が完了している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 空港連絡橋における耐震対策  

鋼製支承 

落橋防止装置 

提供：HySTRA

空港島の供給施設の場合（Hy touch神戸）

係留施設

＜地震対策＞
建 設 年 ：平成17年度 (重力式ｹ ｿ 形式)

平成29年度 (    ｨ 形式)

設計震度：レベル2地震動

橋梁（空港連絡橋）

＜地震対策＞
建 設 年 ：平成16年度 (  ﾚ  ｶ     橋)

設計震度：レベル2地震動

地盤

＜地震対策＞
建 設 年 ：平成29年度 (地盤改良(SCP))

設計震度：レベル2地震動

＜津波対策＞
津波ｼ ｭﾚ ｼｮ ：浸水しない

（平成26年2月公表(兵庫県)）

設計津波：レベル2（1000年に1回程度）
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（２） 津波 

津波対策に関しては、国の中央防災会議が南海トラフ巨大地震（科学的に想定される最大クラ

スの南海トラフ地震）が発生した際の被害想定を行っており、兵庫県では、この被害想定を踏ま

え、最大クラスの津波が一定の条件下において発生した場合に想定される浸水区域のシミュレー

ション結果を公表している。（平成 26年（2014 年）2月公表） 

その結果、神戸空港島は一定の地盤高さが確保されることにより、津波による浸水の無いエリ

アとなっている。 

 

図 23 南海トラフ巨大地震による浸水シミュレーション結果（兵庫県公表） 

（３） 港湾 BCP 

平成 28 年（2016 年）3 月、神戸港港湾事業継続計画（神戸港港湾 BCP）において、直下型地

震（六甲・淡路島断層帯地震）、海溝型地震（南海トラフ巨大地震）を危機的事象として、神戸

港の重要な機能が最低限維持できるように関係者の行動計画を整理している。 

神戸港港湾BCPの初版策定後、エネルギー物資輸送活動の追加や、高潮・暴風編の追加、感染

症対策編の追加など、自然災害や社会状況の変化等に応じて、適宜見直しを行っている。 

今後、水素等のサプライチェーン構築が具体化してきた際には、必要に応じて神戸港港湾 BCP

の見直しを検討する。 
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６－５．ロードマップ 

（１） ロードマップ 

これまでの検討を踏まえ、神戸港における CNP 形成に向けたロードマップを示す。時間軸と

して短期（～2025年）、中期（～2030年）、長期（～2050年頃）に分けて取組みを整理した。 

① 港湾地域の面的・効率的な脱炭素化に関するロードマップ 

 

図 24 港湾地域の面的・効率的な脱炭素化に向けた全体ロードマップ（1/2） 

 

 

図 25 港湾地域の面的・効率的な脱炭素化に向けた全体ロードマップ（2/2） 
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② 水素・燃料アンモニア等の受け入れ環境拠点等の整備に向けた全体ロードマップ 

水素・燃料アンモニアの受入拠点に関するロードマップを整理した。水素等の供給インフラの

整備に関しては、国において新たな支援制度の検討を進められており、動向を注視していくほか、

供給事業の具体化に合わせて姫路港との連携を進める。また、需要拡大期を見据えた大阪湾全体

の最適な供給網構築に向け、関係者と検討していく。 

さらに、エネルギーの地産地消や安定供給、環境価値などの側面から、国内グリーン水素のサ

プライチェーン構築についても関係機関と連携・検討を進めていく。 

図 26 水素・燃料アンモニア等の受け入れ環境拠点等の整備に向けた全体ロードマップ 

 

（参考）2024 年度時点での進捗状況 

・RTG の水素エンジン換装実証事業を 2024 年に実施 

・陸電設備を 2 か所に設置 

・港務艇の FC 化の検討を 2024 年に開始 

・CONPAS の運用を 2024 年に開始 

 

 

 

地区 対象施設 短期（～2025年） 中期（～2030年） 長期（～2050年）

－ 製造

輸送船

貯蔵施設

ﾊ      
 ・ﾛ   

供給施設

行政・民間共同の取組み凡例： 民間主体の取組み

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現

海外（豪州等）での水素製造

国内での水素製造

海外（豪州など）での水素製造（実証）

国内での水素製造（検討・実証）

大型液化水素輸送船による輸送大型液化水素輸送船による輸送（実証）液化水素輸送船による輸送（実証）

内航船による水素輸送

大型液化水素貯蔵施設の活用大型液化水素貯蔵施設の導入検討液化水素貯蔵施設の活用（実証）

大型液化水素受入基地の活用液化水素受入基地の導入検討液化水素受入基地の活用（実証）

内航船による水素輸送（実証）

周辺地域への水素供給周辺地域（臨海部、都市部、空港など）への水素供給（検討・実証）

港湾内の水素供給港湾内の水素供給設備の整備港湾内の水素供給（検討・実証）

最適手段による水素輸送受入拠点（姫路港等）からの二次輸送手段の検討・実証

産業用FC車両向け水素ステーション増設産業用FC車両向け水素ｽ  ｼｮ 検討設置
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※水素政策小委員会/アンモニア等脱炭素燃料政策小員会合同会議 中間整理（2023/1/4 資源エネルギー庁） 

図 27 供給インフラに関する支援制度 
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（２） 神戸港の CNP形成のイメージ図 

これまでの検討を踏まえ、神戸港の CNP 形成に向けたイメージ図を示す。 

 

図 28 神戸港 CNP 形成イメージ図 
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＜参考資料①＞水素・アンモニア等の供給等のために必要な施設の 

規模・配置 

本参考資料は、「６－１．港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想」のバックデータ

である。同事業に記載した供給施設について以下の想定により検討を行った。 

（１） 前提条件 

上記を踏まえ、以下の前提条件のもと水素等の供給計画を検討する。 

水素等の利用は段階的に進展することが見込まれ、長期的な需要は現時点では不透明である。

そのため、本計画では初期段階の供給を想定し、現時点で利用可能な施設を極力活用することを

前提に検討する。なお、利用可能な既存施設は、あくまでも実証事業のために整備されたもので

あることに留意が必要である。 

表 10 水素等の供給計画の前提条件 

項 目 前 提 条 件 

エネルギーキャリア 液化水素 ※アンモニア需要も水素換算 

輸送経路 姫路港を経由した二次輸送（海外から輸入水素） 

輸送方法 内航船（すいそふろんてぃあ型(2,500m3)） 

荷役施設 神戸空港島荷役施設（水深 7.5ｍ、危険物専用岸壁） 

貯蔵施設 液化水素タンク（空港島 Hy touch 神戸【容量 150 トン】） 

運搬施設 液化水素ローリー【公称容量 1,465 ㎏】 

 

また、将来的な水素等の供給量や価格について、以下の政府目標を参考とする。 

表 11 水素・燃料アンモニア等に関する政府の目標等 

出典：国土交通省「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル、資源エネルギー庁（2022）「水素政策小委員会/アンモニア等
脱炭素燃料 政策小委員会 合同会議 中間整理（案）」 
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（２） 供給施設の規模・配置 

 供給施設（運搬船、貯蔵タンク）の検討では、下記の方法で算定した。試算の結果、水素運

搬船の必要隻数および貯蔵タンクの必要基数は下表に示すとおりである。 

 

  ※１： 年間水素需要量の 1割は、供給用ストックとして予備的に確保すると仮定 

  ※２： 姫路－神戸間を荷役時間も含めて 5日で往復すると仮定 

  ※３： すいそふろんてぃあ型輸送船の輸送能力（2,500m3に対し 150t）、Hytouch 神戸の貯蔵能力（2,500m3に対し 150t） 

 

表 12 運搬船の必要隻数算出結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※４：2050年においても、同じ船型・タンク型を使用すると仮定 

  ※５：タンク周囲に直径の 1.5 倍の空地を、2基以上並ぶ場合は間に 6mの特定通路を設定すると仮定 

 

ここでは、既存の実証用施設の活用を前提に試算したものであるが、将来的な水素等の需要増

加に伴い、供給方法の再検討が必要となる。 

なお、神戸市がオブザーバーとして参加する「神戸・関西圏水素利活用協議会」においては、

供給手段別の水素供給価格の試算を行っており、一定の需要の下では、パイプライン輸送が最も

安価となっている。このような検討結果等も参考に、改めて供給施設の規模等を検討する必要が

ある。 

また、水素等の大規模サプライチェーン構築に際しては、大阪湾全体を俯瞰した最適配置の検

討も必要と想定されるため、姫路港の立地する播磨臨海地域や、大阪港・堺泉北港などとの連

携・調整も必要となる。 

  

運搬船の必要隻数算出式

必要隻数 ＝ 水素等需要量（必要量・予備量*1）÷ 年間輸送可能数*2 ÷ 1隻当たりの運搬能力*3

貯蔵タンク基数算出式

必要基数 ＝ 水素等需要量（必要量・予備量*1）÷ 年間輸送可能数*2 ÷ タンク貯蔵可能能力*3

15

５．受入拠点の規模・施設配置の考え方

 係留・貯蔵施設の検討（水素100％）
輸送船の必要隻数算出式

必要隻数＝ 水素等需要量（必要量・予備量*1）÷ 年間輸送可能数*2 ÷ 1隻当たりの輸送能力*3

貯蔵タンク基数算出式

必要基数 ＝ 水素等需要量（必要量・予備量*1）÷ 年間輸送可能数*2 ÷ タンク貯蔵可能能力*3

項目
想定する時間軸

備考
2030年 2050年

水素等需要量

必要量 44,000t 574,000t 年間需要量の推計結果

予備量 4,400t 57,400t 必要量の1割とする

合計 48,400t 631,400t 必要量と予備量の合計

年間輸送可能数 73回 365(日)÷5(日/回)

1航海当りの必要輸送量 700t 8,600t 水素需要量÷年間輸送可能回数

係留施設（水素輸送船）

対応船型*4(輸送能力) 150t すいそふろんてぃあ型(2,500m3)

必要隻数 5隻 58隻 必要輸送量÷輸送能力

貯蔵施設（貯蔵タンク）

対応タンク型*4(貯蔵能力) 150t Hytouch神戸 貯蔵タンク(直径19m)

必要基数 5基 58基 必要貯蔵容量÷貯蔵能力

所用用地面積*5 3,700m2 39,000m2

*1：年間水素等需要量の1割は、供給用ストックとして予備的に確保すると仮定
*2：姫路－神戸間を荷役時間も含め、5日で往復すると仮定
*3：「すいそふろんてぃあ」の輸送能力が1,250m3に対し75t、Hytouch神戸の貯蔵能力が2,500m3に対し150t

2030年時点においても供給設備（運搬船、貯蔵タンク）の能力不足が想定される。

今後、設備のスケールアップや輸送手段の変更（内航船➡パイプラインなど）等の検討が必要。

*4：2050年時点においても、同じ船型・タンク型を使用すると仮定
*5：タンク周囲に直径の1.5倍の空地を、2基以上並ぶ場合は間に6mの特定通路を設定すると仮定（国交省：CNP形成計画策定マニュアル初版より）
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